
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

昼夜

年

有

資格・検定名 種 受験者数 合格者数

日商簿記検定３級 ③ 28人 16人

人 FP技能士検定３級 ③ 27人 18人
人 MicrosoftOfficeSpecialist ③ 26人 18人

ビジネス能力検定３級 ③ 28人 27人
％

■卒業者に占める就職者の割合：

％

（ 2022

5 名 10.4 ％

専門学校坪内総合ビジ
ネスカレッジ

1986年7月31日 坪内　浩一
〒690-0001
島根県松江市東朝日町74

（電話） 0852-26-8000

（別紙様式４）

2023年7月31日

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

学校法人坪内学園 1969年11月8日 坪内　浩一
〒690-0001
島根県松江市東朝日町74

（電話）

商業実務 商業実務専門課程 地域経済学科 2009年文部科学省告示 -

学科の目的
　現代の社会で求められている、商品企画、店舗運営、財務管理などの知識を学び、イベント運営、ビジネスプラン作成などの実習を通じて実践力を体得
し、企業の総合職、管理職となる人材を育成する。

0852-31-1500
分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 2014年3月31日

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0
単位

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
66 30 34 2

学期制度
■前期：4月1日～9月30日
■後期：10月1日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法
定期試験の点数と平常点で評価する。
評価基準は以下の通り。
「A(優良)」90～100  「B(良)」80～89　「C(可)」70～79　「D(不
合格)」69以下)

60人 30 0人 2人 5人 7人

長期休み

■学年始：4月1日～4月6日
■夏　 季：7月27日～8月31日
■冬　 季：12月27日～1月29日
■学年末：2月21日～3月31日

卒業・進級
条件

卒業条件：1700時間以上出席、62単位以上取得、卒業基準
検定合格、学納金
進級条件：900時間以上出席、34単位以上取得、進級基準
検定合格、学納金

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応 ボランティア活動

学園祭等の実行委員会等担任などによる面談・保護者面談を行っている。又、必要と思
われる学生に対し、随時、個別面談を行っている。

■サークル活動： 有

金融業・販売業 （2022年度卒業者に関する2023年7月31日時点の情報）

100
■その他　　

年度卒業者に関する

■就職者数　　　　　　： 26 人

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの
③その他（民間検定等）

■自由記述欄
・進学者数0人

2022年4月 1日時点において、在学者48名（2022年4月1日入学者を含む）
2023年3月31日時点において、在学者43名（2023年3月31日卒業者を含む）
■中途退学の主な理由

進路変更、体調不良

就職等の
状況※２

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ

https://bijisen.sctg.ac.jp/

■就職率　　　　 　　　： 100

2023年5月1日 時点の情報）

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容
就職に関する科目をカリキュラムに含み、就職ガイダンス開
催及びビジネスマナー、履歴書や面接の指導を実施
学生支援課による就職指導のバックアップ体制
■卒業者数　　　　　　： 26
■就職希望者数　　　： 26

■主な就職先、業界等（2021年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

■中退防止・中退者支援のための取組
欠席が無断で3日続いた場合は、保護者に連絡をして、必要な場合は面談を行う。
学生に声掛けすることを積極的に取り組む。

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度：　　　　　有
①学校推薦型選抜入試 指定校推薦型（入学金50,000円～100,000円免除:初年度のみ）
②学校推薦型選抜入試 一般推薦型（入学金20,000円免除:初年度のみ）
③坪内学園修学支援金（授業料の一部50,000円～100,000円を付与、10名程度/2年進級時に新たに採用募集・審査あり）
④一般選抜入試併願型（併願料30,000円は入学金もしくは授業料の一部に充当する）
⑤父母兄弟姉妹奨学金制度（入学金の一部50,000円免除:初年度のみ）

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価：　　　　　無

経済的支援
制度

■専門実践教育訓練給付：　　　　　給付対象 ※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載



種別

①

③

③

杉原　隆史 専門学校坪内総合ビジネスカレッジ　副校長
2023年4月1日～2025年3月31
日（2年）

（開催日時）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況

（2）実習・演習等における企業等との連携内容

　各企業でインターシップ実習を実施し、現場での実務・マナー等を実習レポート提出させ、加えて企業側の評価をフィードバックする。

（３）具体的な連携の例

企業体験実習Ⅰ
各企業でインターンシップ実習を実施する。現場での実務
を通して業界の実際を知り、職業人としてのマナーの習得
を目指す。

イズコン、ホテル一畑、共和水産、報光社、ＨＯＫ他

坪内　浩一 学校法人坪内学園　理事長
2023年4月1日～2025年3月31
日（2年）

2022年度 ・第1回　10月4日　16：15～17：15 ・第2回　　2月22日　14：00～15：00

専門学校坪内総合ビジネスカレッジ　地域経済学科主任
2023年4月1日～2025年3月31
日（2年）

　※委員の種別の欄には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回開催し、開催時期は適時行うものとする。

2021年4月1日～2023年3月31
日（2年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
　企業等との連携を図ることにより社会の変化に伴う業界のニーズ等を把握し、現場の情報や意見を参考にカリキュラムを編成する。実践的な授
業を行い、就職先にて即戦力となる人物を育成する。

（2）教育課程編成委員会等の位置付け
　教職員研修の実施結果を踏まえ、学科教員でカリキュラムの見直し案を作成。加えて、年2回開催される教育課程編成委員会にて図り、業界の
動向等の情報収集及び意見交換を行う。組織図としては校長の直下に教育課程編成委員会を設置し、企業等と密接かつ組織的な連携体制を確
保する。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

2．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針

　職業理解を深めるとともに、学生の就業意欲の向上を図る。また、企業等から求められる資格や能力を意欲的に習得する機会とする。

2023年6月1日現在

名　前 所　　　属 任期

森脇　建二 一般社団法人島根県経営者協会
2023年4月1日～2025年3月31
日（2年）

村井　秋秀 村井秋秀税理士事務所
2023年4月1日～2025年3月31
日（2年）

日高　聡 株式会社山陰合同銀行本店法人部

2019年度
2018年度

・第1回　10月21日  16：45～17：45
・第1回　10月18日　14：30～17：30

・第2回　　3月4日  9：30～10：30
・第2回　  3月4日　16：30～17：30

2020年度 ・第1回　10月14日　15：30～16：30 ・第2回　　3月17日　13：30～14：30
2021年度 ・第1回　11月17日　13：00～14：00 ・第2回　　3月8日　14：15～15：15

現状のカリキュラム等が企業側が求める人材の育成に合致しているかを、委員のご意見を伺った。意見を踏まえ次年度以降のカリキュラム編成・
内容の精査をおこなうことで時代のニーズに沿うものへと対応していくことに活用している。
　山陰地域の企業や自治体の代表者を講師とした講演会の開催、「日経ＳＴＯＣＫリーグ」という金融を実践的に学ぶことができる授業を設置した。
委員会を通じて企業との連携授業を拡大している。

　受入施設の責任者又は担当者と実習実施前に打ち合わせを行い、実習内容の確認をするとともに、学習成果の評価指標等について定める。実
習期間中は、指導担当教員が実習先を訪問し、学生の学習状況を直接確認するとともに、実習担当者との情報交換を行う。実習終了時に実習先
から学習成果の評価を記載した評価表及び実習出席簿の提出を受け、それらをもとに評価を行う。

企業体験実習Ⅱ
各企業でインターシップを実施する。これまで学んできた知
識と技術を元に、現場での実務を通して業界の実際を知
る。職業人としてのマナー習得を目指す。

イズコン、ホテル一畑、共和水産、報光社、ＨＯＫ他



（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針

 教員に対し、企業・関係施設・業界団体等との連携を通じ、現場の最新の知識及び技能を習得させるとともに、職務の遂行に必要な能力及び資
質等の向上を図ることを目的とした研修のために年間計画を立てて実施していくことを基本方針とする。

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

①専攻分野における実務に関する研修等

2指導力の修得・向上のための研修等

授業の指導方法について　科目名　地域経済プロジェクト演習

授業の指導方法について　科目名　簿記

研修名：「公開授業：簿記（1年）」（校内教員研修）
期間：今後調整

（１）教育理念・目標 基準1教育理念・目標・育成人材像

（2）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等
研修名：教職員研修会
期間：2023年8月23日（水）
内容：　「ダイバーシティ＆インクルージョン」

②指導力の修得・向上のための研修等
研修名：教職員研修
期間：2022年8月8日（火）、9日（水）
内容：｢タスク遂行力、対話応答力、チーム力」

（３）研修等の計画

基準2学校運営

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表しているこ
と。また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針

　教育活動その他の学校運営について、目標の達成状況や取組の適切さなどを評価し、学校としての組織的、継続的な改善を図ること、評価結
果の公表・説明責任を果たし、企業、保護者、地域住民などから理解と参画を得て、学校・企業・団体・家庭・地域の連携協力による学校づくりを進
めること、評価結果に応じて改善措置を講ずることにより、一定水準の教育の質を保障し、その向上を図ることを目的とし、基本方針とする。

（2）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応

（５）学生支援 基準5学生支援

（４）学修成果 基準4教育成果

（１０）社会貢献・地域貢献 基準10社会貢献

（１１）国際交流 留学生等の交流をはじめとした国際交流の情報の提供と意識改革の実施等

ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

　授業が受動的であったという意見から、アクティブラーニングを取り入れた能動的な授業になるよう研究し、授業内容の改善を行っている。
　各業界で活躍されている方々の実体験を伺い地域経済の現状と将来を多面的に学ぶ機会は学生にとって刺激となった。
　関連企業・団体等との連携授業を実施する。外部へのフィールドワークを活発化し、課題探求能力を養う。

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）学校関係者評価結果の活用状況

（６）教育環境 基準6教育環境

（７）学生の受入れ募集 基準7学生の募集と受け入れ

（８）財務 基準8財務

（３）教育活動 基準3教育活動

（９）法令等の遵守 基準9法令等の尊守

（2）学校運営



学校運営に関する専門家

松江総合ビジネスカレッジ同窓会
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

卒業生

一般社団法人
島根県情報産業協会

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

社会福祉法人　坪内宝珠会
たまち乳児保育園

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

社会福祉法人
松江市社会福祉協議会

2022年6月1日～
2024年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

松江市役所　総務部
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

地域の地方公共団体の
関係者

所　　　属 任期 種別

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

（３）情報提供方法

（８）学校の財務 ●収支計算書、貸借対照表

（９）学校評価 ●自己評価、学校関係者評価の結果

（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境
●学校行事への取り組み状況（学園祭）
●課外活動（ボランティア活動、部活動）

（６）学生の生活支援
●学生支援の組織(クラス担任制)
●学生支援への取組状況（学生会館の整備）

（７）学生納付金・修学支援
●学生納付金の取扱い（金額、納入時期等）
●活用できる経済的支援措置の内容など（奨学金制度、教育訓練給付金制度、学支
援制度、学校独自の各種減免制度）

※（１０）及び（１１）については任意記載。
（１１）その他

（2）各学科等の教育

●入学者に関する受け入れ方針、入学者数、収容定員、社会人入試
●カリキュラム（科目、単位、授業時数）
●進級、卒業の要件等（成績評価基準、卒業・修了の認定基準など）
●取得目標資格、検定
●就職内定率、卒業後の進路（就職先）

（３）教職員 ●教員氏名

（４）キャリア教育・実践的職業教育

●専門士の取得を目指す
●実習授業の実施(インターンシップ)
●就職支援等への取組み（企業・法人ガイダンス実施、企業等との連携による具体
的な取り組み(インターンシップ)

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
企業との連携にあたり、本校ホームページ等にて、教育活動や学校情報などに加え自己評価結果等を公表し情報提供している。公開授業や出前
授業等で来校いただく機会を設け、アンケートの実施、意見交換などを行うことで本校の情報を提供している。情報提供することにより、企業等の
関係者が本校についての理解を深めるとともに、学校がより実践的な学習の場となることを目的及び基本方針として位置付けている。

（2）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画

●建学の精神、学科教育目標、学年教育目標、特色
●校長名、所在地、連絡先等
●学校の沿革
●その他諸活動に関する計画（年間行事計画）

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況
に関する情報を提供していること。」関係

諏訪　方宣

三島　琴美

錦織　澄

金築　民男

永島　一雄 学校法人　永島学園
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

中学校、高等学校等の校
長、進路指導担当者等

日野　修一 昭和商事株式会社
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

地域住民

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ）
https://bijisen.sctg.ac.jp/

伊藤　あけみ
専門学校坪内総合ビジネスカレッ

ジ
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

保護者

税理士法人錦織会計事務所
2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

専門学校坪内総合ビジネスカレッジパンフレット、学生募集要項、キャンパスガイドブック、ホームページ
https://bijisen.sctg.ac.jp/

一般社団法人
島根県経営者協会

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

一般社団法人
島根県自動車整備振興会

2022年6月1日～
2024年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

小村　　隆

森脇　建二

持田　朝子

舟木　誠一

朝比奈　圭

小谷　直也

増田　省一

2023年7月31日現在

名　前

公益財団法人
島根県防犯連合会

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

公益社団法人
島根県獣医師会

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者

一般社団法人
島根県歯科医師会

2023年6月1日～
2025年5月31日（2年）

学校の専門分野におけ
る業界関係者
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○ 簿記Ⅰ 株式会計の決算書作成に必要な知識を習得する
1
前

72 4 ○ ○ ○

○
ライフプランニ
ング

社会保険、国民年金等の知識を習得する
1
前

15 1 ○ ○ ○

○
リスクマネジメ
ント

生命保険、損害保険等の知識を習得する
1
前

15 1 ○ ○ 〇

○
タックスプラン
ニング

所得税、損益通算等の知識を習得する
1
前

15 1 ○ ○ ○

○
相続・事業継
承

相続税、贈与等の知識を習得する
1
前

15 1 ○ ○ 〇

○
マ ー ケ テ ィ ン
グ論

 マーケティングの基礎知識を習得する
1
前

15 1 ○ ○ 〇

○ 経済学Ⅰ 経済学の基本的な知識を習得する。
2
前

17 1 ○ ○ ○

○
地域経済プロ
ジェクト・演習
A

地域経済におけるプロジェクトの運営法（基礎）
を習得する

1
前

30 2 ○ ○ ○

○
地域経済演習
Ⅰ

経済データから問題提起し、解決策の知識を
習得する。

1
前

23 1 ○ ○ ○

○ 簿記Ⅱ 株式会計の決算書作成に必要な知識を習得する
1
後

45 3 ○ ○ ○

○ 簿記Ⅲ 原価計算の基礎を学ぶ
1
後

30 2 ○ ○ ○

○ 金融資産運用 債権、株式、投資信託等の知識を習得する
1
後

15 1 ○ ○ ○

○ 不動産 不動産取引、不動産登記等の知識を習得する
1
後

15 1 ○ ○ ○

○
デジタルマー
ケティング

実務の現場で活かせるマーケティング方法を学
ぶ

1
後

15 1 ○ ○ 〇 〇

授業科目等の概要

（商業実務専門課程地域経済学科）2023年度入学生
分類

授業科目名 授業科目概要
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携



○
地域経済プロ
ジェクト・演習
B

地域経済におけるプロジェクトの運営法（応用）を習得する
1
後

35 2 ○ ○ △ ○ 〇

○
地域経済演習
Ⅱ

経済データを正しく判断できる能力を身に付け
る

1
後

30 2 〇 〇 〇 〇

○
企業体験実習
Ⅰ

インターンシップ
1
後

17 1 ○ ○ ○ ○

○ 簿記理論Ⅰ 製造原価報告書作成のための知識を習得する
2
前

36 2 ○ ○ ○

○ FP演習 FPの実践的な知識、技能を習得する
2
前

15 1 ○ ○ 〇

○ 経済学Ⅱ 実例から経済学を学ぶ
2
後

25 1 〇 ○ ○

○ 経営学Ⅰ 経営学の基礎を学ぶ
2
前

20 1 ○ ○ ○

○ 金融演習 株式投資を実践的に学ぶ
2
通

35 2 〇 ○ 〇

○
ビ ジ ネス プ ラ
ン・演習Ⅰ

ビジネスプランの作成法を習得する
2
前

30 2 ○ ○ ○

○
地域経済プロ
ジェクト・演習
C

企業におけるマネジメントの実践法を習得する
2
前

30 2 ○ ○ ○

○
地域経済演習
Ⅲ

地域経済の仕組みについて理解する
2
前

28 1 〇 ○ 〇

○
企業体験実習
Ⅱ

インターンシップ
2
前

17 1 ○ ○ ○ ○

○ 簿記理論Ⅱ 製造原価報告書作成のための知識を習得する
2
後

30 2 ○ ○ 〇

○ 経営学Ⅱ 実例から経営学を学ぶ
2
後

30 2 〇 ○ 〇

○
ビ ジ ネス プ ラ
ン・演習Ⅱ

ビジネスプランの提案法を習得する
2
後

30 2 ○ ○ ○

○
地域経済プロ
ジェクト・演習
D

企業におけるチームビルディングの実施法を習
得する

2
後

35 2 ○ ○ △ ○ 〇

○
地域経済演習
Ⅳ

実際のデータから経済動向を読み取れるようにな
る

2
後

30 2 〇 ○ ○ 〇

〇
IT パ ス ポ ート
試験

ITの知識を習得する
2
後

15 1 〇 〇 〇



○
コンピュータ会
計

会計ソフトを用いた会計処理技術を習得する
2
後

15 1 〇 ○ 〇

○
ビジネススキ
ルⅠ

ジョブパス（B検）3級検定対策を行い合格を目
指す

1
前

15 2 ○ ○ ○

○
キャリア・演習
Ⅰ

自己分析能力や職業理解能力を習得する
1
通

17 2 ○ ○ ○ 〇

○
キャリア・演習
Ⅱ

就職活動を円滑に行う力を習得する
2
通

10 1 ○ ○ ○ 〇

○ 商業・社会Ⅰ 各種校内外行事
1
通

25 2 ○ ○ △ ○

○ 商業・社会Ⅱ 各種校内外行事
2
通

15 2 ○ ○ △ ○

○
実践ボラン
ティア

ボランティア精神、主体性などを養う
１
通

8 1 ○ ○ ○ ○

○ MOS演習Ⅰ Excelを習得する
1
前

15 1 ○ ○ ○

○ MOS演習Ⅱ PowerPointを習得する
1
後

15 1 ○ ○ ○

○ 一般教養I ＳＰＩ試験対策を行う
1
後

15 1 ○ ○ ○

○ MOS演習Ⅲ Wordを習得する
2
前

15 1 ○ ○ ○

○
一般教養・演
習Ⅰ

一般教養試験対策を行う
2
前

25 1 ○ ○ 〇

○ MOS演習Ⅳ Word　Expertを習得する
2
後

15 1 ○ ○ ○

　　　45科目合計 2,128単位時間(66単位)

卒業要件及び履修方法 授業期間等

１　一の授業科目について、講義、演習、実験、実習又は実技のうち二以上の方法の併用により行う場合
  については、主たる方法について○を付し、その他の方法について△を付すこと。

２　企業等との連携については、実施要項の３（３）の要件に該当する授業科目について○を付すこと。

卒業条件：1700時間以上出席、62単位以上取得、卒業基準検定合格、学納金
進級条件：900時間以上出席、34単位以上取得、進級基準検定合格、学納金

１学年の学期区分 2期
１学期の授業期間 18週

（留意事項）


